
























































































































































契約金額は 2013から 3年で 1.7倍に拡大、特許出
願件数でも、2017年の世界 5大特許庁への出願件



































【Reference Review 64-4 号の研究動向・全分野から】
金融危機を防ぐために
総合政策学部教授 朴 勝俊
米国発金融危機から 10年以上が、また EUの政
府債務危機・銀行危機から 8年以上が経過した。
金融危機の再発を防ぐために、また再発したとし
てもその影響を最小限にするために、すでに様々
な措置が検討され、実施されてきた。本稿では、
その全体像を見渡す手助けとなる論文を 3つ紹介
したい。
金融機関の連鎖的な破綻を引き起こすシステ
ミックリスクを防ぐために、マクロプルーデンス
政策と称される一連の規制がある。危機発生国で
ある米国では、オバマ政権のもとで金融規制改革
法（ドッド・フランク法）が 2010年に導入され
た。若園（2018）「トランプ時代の米国金融規制」
は、この法律に含まれるマクロプルーデンス政策
の内容（システミックリスクの監視・予測を担う
機関の設立や、システム上重要な金融機関の規制
など）を紹介した上で、この法律をめぐるオバマ
政権と議会共和党との攻防と、トランプ政権下で
の一部改正に至った経緯を詳しく説明している。
その結論は、トランプが規制を骨抜きにしたとい
うイメージに反して、法改正は共和党と民主党の
歩み寄りによる現実的な対応であったとするもの
である。金融危機後、急遽策定されたこの法律に
は、十分な議論を踏まえずに策定された条項も複
数あり、それらが見直されたことが肯定的に評価
されている。
日本では、銀行法・保険業法・金融商品取引法
（証券業）といった別個の法律で、業態別の金融
規制が行われてきた。しかし現在では、コンビニ・
チェーンが傘下に銀行業を営み、IT企業なども
様々な金融サービスを提供するなど、大きな状況
変化のなかで、規制のあり方の再検討が求められ
ていた。金融財政事情（2018）では、昨年 6月 19
日に公表された金融制度スタディ・グループの「中
間整理」の内容が、金融庁の担当者らの寄稿によっ
て分かりやすく説明されている。旧来の業態別の
規制から、決済・資金供与・資産運用・リスク移
転といった機能別に業態横断的な規制を行う体制
への転換と、同一の機能・同一のリスクには同一
のルールという原則の確保が「中間整理」の内容
であり、今後このような方向で規制改革が行われ
る可能性がある。
欧州連合（EU）のユーロ圏はある意味で、最も
金融制度が脆弱な地域である。通常、民間銀行に
とっては国債がもっとも安全な資産である。基本
的に、通貨発行権を持つ政府が自国通貨建てで発
行した国債が、（その政府の意志に反して）債務
不履行（デフォルト）になることはないためであ
